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「大軍拡・大増税 NO!連絡会」結成 新署名スタート！ 
「平和、いのち、くらしを壊す 大軍拡、大増税に反対する請願署名」 

幅広い個人・団体と共同し、岸田政権が狙う大軍拡・大増税に反対する一点で大きな世論をつく

ろうと、「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡・大増税 NO！連絡会」（略称＝大軍拡・大

増税ＮＯ！連絡会）が国会開会日の 23日午後に衆院第１議員会館で結成されました。「安保 3文

書」の閣議決定撤回をはじめ、戦争へと向かう政治を変えるため、請願署名の取り組みや全国各地

で宣伝行動を展開していくとしています。 

呼びかけ団体は、憲法共同センター、安保破棄中央実行委員会、国民大運動実行委員会。さまざ

まなテーマで共同の取り組みをしてきた団体や個人からの賛同や参加、共闘を広げていくとしてい

ます。 

  結成集会では、主催者を代表してあいさつした新日本婦人の 

会の米山淳子会長は、岸田政権が憲法違反の「敵基地攻撃能力」 

保有などを盛り込んだ安保 3文書を閣議決定するもとで、「日本 

は『戦争か平和か』の歴史的岐路に立っています。今こそ平和 

運動をしてきた勢力が結集し、こうした政治に反対する大きな 

運動を広げよう」と訴えました。 

次に、改憲問題対策法律家６団体連絡会から今村幸次郎さん 

（自由法曹団幹事長）が連帯あいさつを行いました。 

日本共産党の国会議員団が参加し、小池晃書記局長が国会情勢報告を兼ねてあいさつ。「連絡会

の結成を歓迎し、提起された請願署名運動を党あげて取り組みたい」と表明。「戦争させないこと

が政治の責任です。平和の準備こそ求められる。大軍拡・大増税ＮＯ！のたたかいを広げましょ

う」と呼びかけました。 

全労連副議長の前田博史さんが、結成に至る経過と当面の取り組みについて報告しました。 

その後、日本平和委員会の千坂純事務局長、憲法会議の高橋信一事務局長、中央社保協の林信悟

事務局長、民青同盟の中山歩美副委員長がスピーチしました。 

憲法会議の高橋事務局長は、「憲法会議は声明を発し、敵基地攻撃能力の保有は明確な憲法・国

際法違反の「先制攻撃」であり、戦争を呼び込むものだと指摘して来ました。日米首脳会談でバイ

デン大統領は安保関連 3文書による防衛政策の大転換を大歓迎。岸田首相はまるで「ポチ」のよう

に応えました。立憲主義破壊、歴史軽視、米軍従属、国民生活破壊、いずれをとっても、岸田首相

は安倍元首相のはるか上を行っています。亡国の首相のやりたい放題を看過すれば、歴史を繰り返

すことになります。岸田政権を打倒し、大軍拡、大増税、そして憲法改正を阻止する絶好のチャン

スです。そのためには、一斉地方選挙で勝利する事、そして「大軍拡・大増税 NO!連絡会」の運動

を全国に広めにひろめ、たたかうことです」とスピーチしました。 

最後に、東森英男安保破棄中央実行委員会事務局長が閉会あいさつを行いました。 

 

資料１ 提起され、確認された「共同して取り組む運動の目標」 
○政府自らが安全保障政策の「大転換」とするように、戦争する国づくりが戦争準備の段階に質 

２０２３年１月２６日(木) 

ＮＯ．１３４３号  

本号３頁





的に変化したと言えるのが「安保 3文書」であり、その閣議決定の撤回と具体化、実行に反対す  

る国民的な運動づくりをめざす。 

〇そのことともかかわって、岸田内閣の辞職、「総選挙で国民の信を問え」や、「統一地方選挙で 

の審判を」も運動の目標に置くことになる。 

〇中国や北朝鮮などを「相手国」とする大軍拡であること、アメリカの国家安全保障戦略との関係

などから明らかなようにアメリカの戦争に日本が積極的に加担することになること、特に台湾有

事との関係が現実性をともなっていること、などの点を直視し、戦争反対、戦争準備反対の世論

づくりを重視する。 

〇GDPの 2倍以上の国債発行残高を持ち、成長が止まった経済状況や内需縮小の状況、アベノミク

スの負の遺産による物価高などの日本経済の現状や、富の再配分機能が先進国最低水準のもとで

の市民のくらしの実態に目をむけ、くらし破壊の大軍拡反対、大増税反対の世論づくりを先行さ

せる。 

〇敵基地敵基地攻撃能力そのものが違憲であること、違憲の安保法制が存在するもとでの敵基地攻

撃能の保有＝集団的自衛権行使、他国攻撃と言う二重力の違憲を許さないことを確認し、憲法守

れ、立憲主義守れ、の最重点の課題として二つの閣議決定（集団的自衛権行使容認と「安保 3文

書」）の撤回、それらの具体化、実行に反対する取り組みを進める。 

【共同して取り組む課題】 
１名称「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の大軍拡「平和、いのち、くらしを壊す戦争準備の

大軍拡・大増税ＮＯ！連絡会」（略称：大軍拡・大増税 NO！連絡会）とする。 

２．各団体、共闘の主体的な取り組みを尊重しつつ、一致点での共同の取り組みや資料、宣伝資材

等の相互活用を進める。そのことから、共闘のあり方も「連絡会」という緩やかなものとする。 

３．前記を前提に、連絡会参加の団体、個人を広げる。各団体、共闘のこれまでのつながりを通じ

て、「連絡会」の取り組みへの賛同、参加、共闘を広げる。 

４．連絡会としての具体的取り組み 

(1)略 (結成集会の件) 

(2)国民大運動運動実行委員会など三者の「定例国会行動」に結集する。 

(3)予算案審議の重要な段階での議員要請行動、議員会館前集会に取り組む。 

●2月 15日（水）12：15～13：00 議員会館前定例国会行動 

13：30～14：00 院内(意思統一集会) 

14：00～15：30 議員要請行動 

衆院予算委員会 50名（状況によっては衆院安全保障委員会委員 30名も） 

(4)中央・地方での宣伝行動 

①9の日宣伝行動、23日宣伝行動など既存の取り組みを全体で位置付けて取り組む。 

②2023年度予算案の国会審議との関係で、2月 9日、3月 9日の行動を都内一斉、全国一斉の「大

宣伝行動」に位置付け、大規模に取り組むことで準備を進める。また、地方での地元選出国会議

員事務所への要請行動を行う。 

(5)宣伝資材、学習行動の強化 

①宣伝行動を効果的に進めるツールとして「平和、いのち、くらしを壊す大軍拡・大増税・大増税

に反対する請願署名」を活用するとともに、近く完成する学習リーフレット大いに活用し、広げ

る。 

②宣伝行動で活用できるプラスター、「ポスター」などを作成し、活用を 

よびかける。 

③宣伝、広報の相互協力 

④連絡会としてツイッターデモ（２月上・中旬を予定）を設け、各団体の 

主張や、大軍拡と要求との関係、取り組みや宣伝資材を交流、拡散する。 

 


23日 国会開会日行動



 

23日 国会開会日行動  

軍拡を許さず、憲法を生かして命と暮らしを守ろう 
 総がかり行動実行委員会等は 23日昼、議員会館前で国会開会日行動を行い、「軍拡を許さず、憲

法を生かして命と暮らしを守ろう」とアピールしました。 

 総がかり行動実行委員会の高田健共同代表は、岸田政権は国会閉会中に安保文書を閣議決定した

と批判。「国会は諮らず官邸独裁だ。野党は岸田内閣と正面からたたかうべきだ」と訴えました。 

 立憲民主党、日本共産党、沖縄の風、社民党の各代表があいさつ。共産党の山下芳生副委員長

は、今国会は立憲主義にとって正念場となると強調。「国会論戦と結んで世論と運動を広げ、岸田

政権を退陣に追い込もう」と訴えました。 

資料２ 


